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総合評価落札方式（簡易型） 

 

入札説明書 

 

 環境省自然環境局皇居外苑管理事務所の平成２８年度皇居外苑濠水浄化施設改修実施設

計業務に係る手続開始の公示に基づく指名競争入札等については、関係法令に定めるもの

のほか、この入札説明書によるものとする。 

※本業務は、価格と価格以外の要素を総合的に評価して落札者を決定する総合評価落札方

式（簡易型）の業務である。 

 

１．手続き開始の公示日 平成２８年４月１１日 

 

２．契約担当官等  

   分任支出負担行為担当官 

    環境省自然環境局皇居外苑管理事務所長 松本 俊男 

    〒100-0002 東京都千代田区皇居外苑１－１  

 

３．業務の概要 

 １）業務名 平成２８年度皇居外苑濠水浄化施設改修実施設計業務 

 ２）業務の目的 

本業務は皇居外苑濠水浄化施設において、汚泥処理施設を設置するため、基本計画に

基づき実施設計を作成するものである。 

 ３）業務内容 

  ・実施設計 

   詳細は別添２仕様書による。 

４）再委任の禁止 

  本業務について、主たる部分の再委任は認めない。 

 ５）成果品 

  成果品は別添２仕様書による。 

６) 履行期間 

履行期間は以下の通り予定している。 

契約締結の日 ～ 平成２８年１０月１４日 

７) その他 

①本業務の契約書案は別添１、仕様書は別添２のとおりである。 

②担当部局 

〒１００－０００２ 東京都千代田区皇居外苑１－１  

環境省自然環境局皇居外苑管理事務所 庶務科 

電話０３－３２１３－００９５ ＦＡＸ０３－３２０１－１０１７ 
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４．参加表明書の作成及び記載上の留意事項 

 １）参加表明書の作成方法 

  参加表明書の様式は、別添－３（様式－１～５、Ａ４判）に示されるとおりとする。

なお、文字サイズは 10 ポイント以上とする。 

 ２）参加表明内容の留意事項  

記載事項 内容に関する留意事項 

当該部門の建

設コンサルタン

ト登録等 

・環境省における建築関係建設コンサルタント業務に係る一般競争（指名競争）参加競争

資格の写しを提出すること。 

企業の過去 10

年間の同種又

は類似業務実

績 

・参加表明書の提出者が過去に受託した「同種又は類似業務」の実績について記載する。 

・記載する業務は、平成 18 年度以降に完了した業務とする。 

・記載する業務数は、１件とする。 

・記載様式は様式－２とし、図面、写真等を引用する場合も含め、A４版１枚（A4）以内に記

載する。 

予定管理技術

者の経歴等 

・配置予定の管理技術者について、経歴等を記載する。 

・手持ち業務は平成 28 年４月１日現在、環境省以外の発注者（国内外を問わず）のものも

含めすべて記載する。 

 手持ち業務とは以下のものを指す。 

 管理技術者及び担当技術者となっている 500 万円以上の他の業務 

・本業務以外の業務で配置予定技術者として特定された未契約業務がある場合は、手持

ち業務の記載対象とし、業務面の後に「特定済」と明記する。 

・記載様式は様式－３とする。 

予定管理技術

者の過去 10 年

間の同種又は

類似業務実績 

・配置予定の管理技術者が過去に従事した「同種又は類似業務」の実績について記載す

る。 

・記載する業務は、平成 18 年度以降に完了した業務とする。 

・記載する業務数は１件とする。 

・参加表明書の提出者以外が受託した業務実績を記載する場合は、当該業務を受託した

企業名等を記載すること。 

・記載様式は様式－４とし、図面、写真等を引用する場合も含め、A4 版１枚以内に記載す

る。 

業務実施体制 

・配置予定の管理技術者及び担当技術者を記載する。 

・担当技術者は、分担業務分野（※）ごとに代表技術者を１名ずつ最大３名まで記載する。

・他の建設コンサルタント等に当該業務の一部を再委託する場合又は学識経験者等の技

術協力を受けて実施する場合は、備考欄にその旨を記載するとともに、再委託先又は協力

先、その理由（企業の技術的特徴等）を記載すること。ただし、業務の主たる部分を再委託

してはならない。 

・記載様式は様式－５とする。 
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組織の環境マ

ネジメントシス

テム認証取得

状況 

事業者の経営における事業所（本社等）において、ＩＳＯ１４００１、エコアクション２１、ＫＥＳ、

エコステージ、地方公共団体による認証制度などのうち、第三者による環境マネジメント認

証取得の有無、有の場合は認証の名称を記載し、証明書の写しを添付すること。ただし、

開札する時点において認証期間中であること。 

 

 

※分担業務分野の分類は下記による。なお、下記の分担業務分野を分割して新たな分野と

して設定してはならない。 

 分担業務分野 業務内容 

建築 建築物の意匠に関する設計並びに意匠、構造、設備に関する

設計をとりまとめる設計 

構造 建築物の構造に関する設計 

電気 建築物の電気設備に関する設計 

機械 建築物の給排水設備、汚泥処理設備等に関する設計 

 

 ３）契約書の写し 

同種又は類似業務の実績として記載した業務に係る契約書の写しを提出すること。た

だし、当該業務が、社団法人日本建設情報総合センターの「測量調査設計業務実績情報

サービス（ＴＥＣＲＩＳ）」に登録されている場合は、契約書の写しを提出する必要は

ない。 

 

５．参加表明書の提出方法、提出先及び提出期間 

１）受領期限：平成２８年４月２２日（金）１５時００分 

（土曜、日曜及び祝日は除く。）９時００分から１７時００分まで 

２）提出方法：持参又は郵送（書留郵便に限る。）すること。 

３）提 出 先：上記３．７）に同じ。 

   

６．説明書の内容についての質問の受付及び回答 

１）この説明書に対する質問がある場合は、次に従い、提出すること。 

①質問の受付期間：平成２８年４月２２日（金）１５時００分 

（土曜、日曜及び祝日は除く。）９時００分から１７時００分まで 

②提出方法：持参又は郵送（書留郵便に限る。）すること。 

  ③提 出 先：上記２に同じ。 

２）質問に対する回答は、参加表明書を提出した全ての者へ平成２８年４月２５日（月）

１２時までに電送（ＦＡＸ）にて送付する。 
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７．技術提案書の提出者に要求される資格要件及び技術提案書の提出者を選定するための

基準 

１）技術提案書の提出者に要求される資格 

   ① 予算決算及び会計令（以下「予決令」という。）第９８条において準用する予決令

第 70 条及び第 71 条の規定に該当しないものであること。 

   ② 環境省の建築関係建設コンサルタント業務に係る一般競争参加資格の認定を受け

ているものであること。 

   ③ 工事請負契約等に係る指名停止等措置要領（平成 13 年環境会第９号）に基づく指

名停止を受けている期間中でないこと。 

④ 入札説明書において示す暴力団排除に関する制約事項に誓約できる者であること。 

⑤ 入札に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がないこと。（資本関係又

は人的関係がある者すべてが共同企業体の代表者以外の構成員である場合を除く。） 

(1）資本関係 

以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、子会社または子会社の一方が更

正会社または更正手続が存続中の会社である場合は除く。 

（ｱ）親会社と子会社の関係にある場合 

（ｲ）親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合 

(2)人的関係 

以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、（ｲ）については、会社の一方

が更正会社又は更正手続きが存続中の会社である場合は除く。 

（ｱ）一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合 

（ｲ）一方の会社の役員が、他方の会社の管財人を現に兼ねている場合 

 ２）技術提案書の提出者を選定するための基準 

   (1)技術提案書の提出者を選定するための評価項目、評価基準、並びに評価のウェート

は以下のとおりである。 

評価項目 

評価基準 評価

のウェ

ート 
A B C 

資
格
表
明
者
の
経
験
及
び
能
力 

資

格

要

件 

技

術

部

門

登

録 

当該部門

の 建 設コ

ン サ ル タ

ン ト 登 録

等 

－ 

当該業務に関連

する 部 門のコ ン

サルタント登録等

あり。 

当該業務に関する

部門のコンサルタ

ント登録等なし。 
3 

専

門

技

術

力 

成

果

の

確

実

過去10年

間の同種

又は類似

業務の実

績の内容 

同種業務の実績

がある。 

類似業務の実績

がある。 

同種又は類似業務

の実績がない。 

5 
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性 

予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力 

資

格

要

件 

技

術

者

資

格 

技術者資

格 、 そ の

専門分野

の内容 

－ 

一級建築士を有

する。 

左に該当しない。 

3 

専

門

技

術

力 

業

務

執

行

技

術

力 

過去10年

間の同種

又は類似

業務の実

績の内容 

同種業務の実績

がある。 

類似業務の実績

がある。 

同種又は類似業務

の実績がない。 

5 

専

任

制 

専

任

制 

手持ち 業

務金額及

び件数 － 

右に該当しない。 すべての手持ち業

務の契約金額合計

が 4 億以上、又は

手持ち業務の件数

が 10 件以上。 

3 

業
務
実
施
体
制 

業務実施体制の妥当

性 
－ － 

下記項目に該当す

る。 

・業務の主たる部

分を再委託として

いる。 

・業務の分担構成

が不明確又は不自

然。 

数値

化しな

い 

組
織
の
環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

シ
ス
テ
ム
認
証
取
得
状
況 

事業者の経営におけ

る事業所（本社等）に

おける、ＩＳＯ１４００

１、エコアクション２１、

ＫＥＳ、エコステージ、

地方公共団体による

認証制度などのうち、

第三者による環境マ

ネジメント認証取得の

有無 

- 有 無 5 
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(2)評価項目ごとの評価（Ａ及びＢ）を以下のとおり数値化したものの合計値により評

価を行い、優位に評価された者を技術提案書の提出者として選定する。Ｃ評価がある

場合には選定しない。 

   Ａ：５点 

   Ｂ：３点 

  (3)技術提案書の提出者として選定したものには、書面より通知する。 

 ３）技術提案書の提出者の選定数 

   技術提案書の提出者は最大 10 者選定する。ただし、同評価の提出者が５者を超えて存

在する場合にはこの限りではない。 

 

８．非選定理由に関する事項 

１）参加表明書を提出した者のうち技術提案書の提出者として選定されなかった者に対

しては、選定されなかった旨と、その理由（非選定理由）を書面により通知する。 

２）選定しなかった旨の通知を受けた者は、分任支出負担行為担当官に対して非選定理

由について、次に従い、書面（様式は自由）により説明を求めることができる。 

(1)受領期限： 選定しなかった旨の通知をした日の翌日から起算して５日（行政機関

の休日に関する法律（昭和 63 年法律第 91 号）第１条に規定する行政機

関の休日を含まない。）後の１７時 

(2)提出場所：上記３．７）に同じ。 

   (3)提出方法：書面は持参することにより提出するものとし、郵送又は電送によるもの

は受け付けない。 

(4)提出部数：５部 

３）分任支出負担行為担当官は、説明を求められたときは、提出期限の翌日から起算し

て 10 日以内に説明を求めた者に対し書面により回答する。 

 

９．総合評価に関する事項 

 １）落札者の決定方法 

入札参加者は、価格及び技術提案書をもって入札をし、次の各要件に該当する者のう 

ち、下記２)総合評価の方法によって得られた数値（以下「評価値」という。）の最も高 

い者を落札者とする。 

(1)入札価格が予決令第７９条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内

であること。なお、予定価格は設計図書に基づき算出するものとする。 

(2)上記において、評価値の最も高い者が 2 人以上あるときは、該当者にくじを引かせ

て落札者を決める。 

２) 総合評価の方法 

(1)評価値の算出方法 

評価値の算出方法は以下のとおりとする。 

評価値＝価格評価点＋技術評価点 

(2)価格評価点の算出方法 

価格評価点の算出方法は、以下のとおりとする。 
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価格評価点＝(価格評価点の配分点)×(１－入札価格／予定価格) 

なお、価格評価点の配分点は 100 点とする。 

(3)技術評価点の算出方法 

技術提案書の内容に応じ、下記 1、2、3 の評価項目毎に評価を行い、技術評価点を

与える。なお、技術評価点の満点は 200 点とする。 

1 予定技術者の経験及び能力 

2 実施方針等 

3 評価テーマ 

技術評価点の算出方法は、以下のとおりとする。 

技術評価点＝(技術評価点の満点)×(技術評価の得点合計／技術評価の配点合計) 

 

１０．技術提案書の作成及び記載の留意事項 

１）技術提案書作成上の基本事項 

   技術提案書は、調査、検討及び設計業務における具体的な取り組み方法について提案

を求めるものであり、成果の一部の提出を求めるものではない。本要請書において記載

された事項以外の内容を含む技術提案書については、提案を無効とする場合があるので

注意すること。 

 ２）技術提案書の作成方法 

   技術提案書の様式は別添－３（様式－６～１２）に示されるとおりとする。なお、文

字サイズは 10 ポイント以上とする。 

 ３）技術提案書の内容に関する留意事項   

記載事項 内容に関する留意事項 

業務実施体制 

・配置予定の管理技術者及び担当技術者を記載する。 

・担当技術者は、実施する分担業務分野ごとに代表技術者を１名ずつ最大

３名まで記載する。 

・技術提案書の提出者以外の企業に所属する者を担当技術者とする場合

には、企業名等も記載すること。 

・記載様式は様式－７とする。 

予定担当技術者の経歴

等 

・配置予定の担当技術者について、経歴等を記載する。対象とする担当技

術者は業務実施体制に記載された者とする。 

・同種又は類似業務の実績は平成 18 年度以降に完了した業務を対象と

し、記載する件数は１件とする。 

・手持ち業務は平成 28 年４月１日現在、環境省以外の発注者（国内外を問

わず）のものも含めすべて記載する。 

  手持ち業務とは以下のものを指す。 

   担当技術者：管理技術者及び担当技術者となっている 500 万円以上の

他の業務 

・本業務以外の業務で配置予定技術者として特定された未契約業務があ

る場合は、手持ち業務の記載対象とし、業務面の後に「特定済」と明記す
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る。 

・記載様式は様式－８とし、配置予定技術者１名につきＡ４版１枚に記載す

る。 

・担当技術者が複数の場合は、各担当分野の代表技術者を評価の対象と

する。 

・管理技術者の「建設系 CPD 協議会」に参加している団体における CPD 記

録を記載する。なお、CPD 記録は公示日の６ヶ月前から公示日までの間に

取得したもので、取得した日から過去１年間の単位を対象とする。 

予定担当技術者の過去

10 年間の同種又は類似

業務実績 

・担当技術者が過去に従事した「同種又は類似業務」の実績について記載

する。対象とする担当技術者は業務実施体制に記載された者とする。 

・記載する業務は、平成 18 年度以降に完了した業務とする。 

・記載する業務数は、技術者１名につき１件とする。 

・技術提案書の提出者以外が受託した業務実績を記載する場合は、当該

業務を受託した企業名等を記載すること。 

・記載様式は様式－９とし、図面、写真等を引用する場合も含め、配置予定

技術者１名につきＡ４版１枚以内に記載する。 

・担当技術者が複数の場合は、主たる担当分野の代表技術者を評価の対

象とする。 

業務の実施方針 

・業務への取り組み姿勢を問うために、本業務の特徴等を踏まえた業務実

施の着眼点や 実施方針を簡潔に記載する。 

・記載様式は様式－10 を用い、１枚以内に記載する。 

業務の工程表等 業務量の把握状況を示すため、本業務の工程を作成する。 

特定テーマに対

する技術提案 

テーマ

① 

・皇居外苑濠水質浄化施設の発生汚泥の特性に応じた汚泥処理施設設計

を行うための配慮事項、設計手法について提案する。 

・記載様式は様式－11 とし、図面、写真等を引用する場合も含め、Ａ４版１

枚以内に記載する。 

テーマ

② 

今後の濠水浄化施設の稼働状況及び皇居外苑管理事務所の管理体制を

踏まえた固化汚泥排出の考え方と施設設計への反映について提案する。 

・記載様式は様式－12 とし、図面、写真等を引用する場合も含め、Ａ４版１

枚以内に記載する。 

 

１１．技術提案書の提出方法、提出先、提出期限 

１）受領期限：平成２８年５月９日（月）１５時００分 

（土曜、日曜及び祝日は除く。）９時００分から１７時００分まで 

２）提出方法：○部を持参又は郵送（書留郵便に限る。）すること。 

３）提 出 先：上記３．７）に同じ。 

４）提出部数：５部 

 

１２・技術提案書を特定するための評価基準 
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 １）技術提案書の評価項目、評価基準、並びに評価のウェートは以下のとおりである。 

1 予定技術者の経験及び能力 

評価

項目 

評価の着目点 評価のウェート 

    判断基準 管理 

技術者 

担当 

技術者 

予
定
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力 

資

格

要

件 

技

術

者

資

格 

各担当分野に

ついて資格の

内容を資格評

価表により評価

する 

各担当分野の技術者について資格の内容を

下記の順位でそれぞれ評価する。資格を有

さない場合は評価しない。 

 

建築及び構造 

 ①一級建築士 ②二級建築士  

 ③その他建築又は構造関係資格 

電気 

 ①建築設備士、技術士(電気・電子部門）、

一級建築士 

 ②一級電気工事施工管理技士 

 ③二級電気工事施工管理技士、その他電

気関係資格 

機械 

 ①建築設備士、技術士(機械部門又は上下

水道部門)、一級建築士  

 ②一級管工事施工管理技士 

 ③二級管工事施工管理技士、その他機械

関係資格 

－ 

①10 

②6 

③1 

資

格

要

件 

継

続

教

育 

継続教育

（CPD）の点数 

「建設系 CPD 協議会」に参加している団体に

おける CPD 記録を下記の順位で評価する。

なお、CPD 記録は公示日の６ヶ月前から公

示日までの間に取得したもので、取得した日

から過去１年間の単位を対象とする。 

①推奨単位を取得している。 

②推奨単位の半分以上を取得している 

③CPD 単位を取得していない、又は推奨単

位の半分未満である。 

①10 

②6 

③0 

－ 
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専

門

技

術

力 

成

果

の

確

実

性 

平成 18 年度以

降の同種又は

類似業務の実

績(実績の有

無） 

平成 18 年度以降公示日までに完了した同種

又は類似業務実績を下記の順位で評価す

る。 

①同種業務の実績がある。 

②類似業務の実績がある。 

③①②以外は選定しない。 

記載する業務は１件とし、図面、写真等を引

用する場合も含め、A４版 1 枚以内に記載す

る。 

①10 

②6 

③0 

①10 

②6 

③0 

専
任
制 

手持ち業務金

額及び件数 

下記に該当しない場合評価し、該当する場合

は評価しない。 

・手持ち業務の契約金額が4億以上、又は手

持ち業務の件数が 10 件以上。 

（手持ち業務とは、管理技術者又は担当技術

者となっている 500 万以上の他の業務を指

す。） 

10 10 

 

  

 

(2)実施方針 

評価 

項目 

評価の着目点 
配点 

    判断基準 

業
務
方
針
・
業
務
実
施
フ
ロ
ー
・
工
程

表
・
そ
の
他 

業務の実施方針 目的、条件、内容、皇居外苑の位置づけ、性格、現状の理解

度が高い場合に優位に評価する。 20 

業務実施手順を示す実施フローの妥当性が高い場合優位に

評価する。 10 

業務の工程表等 業務量の把握状況を示す工程計画の妥当性が高い場合に

優位に評価する。（様式は自由） 30 

 

(3)評価テーマ 

評価

項目 

評価の着目点 
配点 

    判断基準 

特
定
テ
ー
マ
に
対

す
る
技
術
提
案 

テーマ

① 

的確性 地形、環境、皇居外苑の特性などとの整合性が高い場合に優

位に評価する 
15 

実現性 提案内容に高い設計意欲、説得力がある場合に優位に評価

する。 
15 
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テーマ

② 

的確性 地形、環境、皇居外苑の特性などとの整合性が高い場合に優

位に評価する 
15 

実現性 提案内容に高い設計意欲、説得力がある場合に優位に評価

する。 
15 

 ２）(1)予定管理技術者及び予定担当技術者の経験及び能力の評価は評価項目ごとに各評

価項目のウェートの数値を合計する。 

(2)実施方針及び評価テーマに係る評価項目ごとの評価（Ａ及びＢ）を以下のとお

り数値化したものを各評価項目のウェートに乗じて得た数値の合計値により評価を行

い、優位に評価された者を特定する。評点の合計が同点となった場合には、Ａ評価の

多い者を優先して扱う。 

Ａ：５／５ 

Ｂ：３／５ 

 ３）特定された者に対しては、書面（特定通知書）により通知する。 

４) 技術提案書に基づく業務 

実際の業務に際しては、総合評価に関する事項の業務計画について記載された内容

に基づき、業務計画書作成及び実業務を行うものとする。 

受注者の責により提案内容を満足する業務が行われない場合は、業務成績評定を減

ずる等の措置を行う。 

 

１３．ヒアリング 

 １）以下のとおりヒアリングを行う。 

  ①実施場所：皇居外苑管理事務所  

  ②実施期間：平成２８年５月１０日（火） 

  ③時 間：協議の上、決定する。 

  ④出 席 者：管理技術者又は主たる担当分野の代表技術者。 

 

１４．入札の無効 

手続開始の公示に示した指名されるために必要な要件のない者のした入札、参加表明書

に虚偽の記載をした者のした入札及び別紙環境省入札心得において示した条件等入札に関

する条件に違反した入札は無効とし、無効の入札を行った者を落札者としていた場合には

落札決定を取り消す。 

なお、分任支出負担行為担当官により指名された者であっても、開札の時において指名

停止を受けているものその他の開札の時において７．に掲げる要件のないものは、指名さ

れるために必要な要件のない者に該当する。 

 

 

１５．契約書作成の要否 

  別添－１の契約書（案）により契約書を作成するものとする。 
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１６．入札保証金及び契約保証金 

１) 入札保証金 免除 

２) 契約保証金 免除 

 

１７．支払条件 

 前金払 有 

 

１８．苦情申立てに関する事項 

   本手続に関し、「政府調達に関する苦情の処理手続」（平成 7 年 12 月 4 日付け政府調

達苦情処理推進本部決定）により、政府苦情検討委員会に対して苦情を申し立てること

ができる。 

 

１９．関連情報を入手するための照会窓口 

   上記３．７）に同じ。 

 

２０．暴力団排除に関する誓約 

  当該業務の入札については、環境省入札心得において示す暴力団排除に関する誓約事

項に誓約の上参加すること。また、誓約事項に誓約する旨を技術提案書及び入札書に明

記すること。 

 

２１．その他の留意事項 

（１）契約等の手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

（２）入札参加者は、別紙環境省入札心得及び別添１契約書（案）を熟読し、別紙環境省

入札心得を遵守すること。 

（３）参加表明書に虚偽の記載をした場合においては、参加表明書を無効とするとともに、

指名停止を行うことがある。 

（４）同種又は類似業務の実績については、我が国及びＷＴＯ政府調達協定締約国その他

建設市場が開放的であると認められる国等以外の国又は地域に主たる営業所を有する建設

コンサルタント等にあっては、我が国における同種又は類似業務の実績をもって判断する

ものとする。 

（５）本業務を受注したコンサルタント及び、本業務を受注したコンサルタントと資本・

人事面等において関連があると認められた製造業者又は建設業者は、本業務に係る工事の

入札に参加し又は当該工事を請け負うことができない。 

（６）提出期限までに参加表明書を提出しない者及び非指名通知を受けた者は、技術提案

書を提出できないものとする。 

（７）参加表明書及び技術提案書の作成に関する費用は、提出者の負担とする。 

（８）提出された参加表明書及び技術提案書は返却しない。なお、提出された参加表明書

及び技術提案書は、選定及び技術点の算定以外に提出者に無断で使用しない。 

（９）参加表明書の提出後において、原則として参加表明書及び技術提案書に記載された

内容の変更を認めない。また、参加表明書に記載した予定技術者は、原則として変更でき
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ない。但し、病休、死亡、退職等のやむをえない理由により変更を行う場合には、同等以

上の技術者であるとの発注者の了解を得なければならない。 

 

２２．添付資料 

   別紙   環境省入札心得 

   別添－１  契約書（案） 

   別添－２  仕様書 

   別添－３  参加表明書及び技術提案書様式 

   別添－４  環境マネジメントシステム認証制度の例 

   別添－５  濠水浄化施設発生汚泥処理施設基本計画 



（別紙）

入 札 心 得

（目的）

第１条 環境省自然環境局皇居外苑管理事務所の契約に係る一般競争及び指名競争（以下

「競争」という ）を行う場合における入札その他の取扱いについては、会計法（昭和。

２２年法律第３５号 、予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号。以下「令」）

という 、契約事務取扱規則（昭和３７年大蔵省令第５２号）その他の法令に定める。）

もののほか、この心得の定めるところによるものとする。

（一般競争参加の申出）

第２条 一般競争に参加しようとする者は、令第７４条の公告において指定した期日まで

に、令第７０条の規定に該当する者でないことを確認することができる書類及び当該公

告において指定した書類を添え、分任支出負担行為担当官にその旨を申し出なければな

らない。

（入札保証金等）

第３条 競争入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という ）は、入札執行前。

に、見積金額の１００分の５以上の入札保証金又は入札保証金に代わる担保を歳入歳出

外現金出納官吏又は取扱官庁に納付し、又は提供しなければならない。ただし、入札保

証金の全部又は一部の納付を免除された場合は、この限りでない。

２ 入札参加者は、前項ただし書の場合において、入札保証金の納付を免除された理由が

入札保証保険契約を結んだことによるものであるときは、当該入札保証保険契約に係る

保険証券を分任支出負担行為担当官に提出しなければならない。

３ 入札保証金に代わる担保は、落札者に対しては契約締結後に、落札者以外の者に対し

ては入札執行後にその受領証書と引換えにこれを還付する。

（入札等）

第４条 入札参加者は、仕様書、図面、契約書案及び現場等を熟覧のうえ、入札しなけれ

ばならない。この場合において仕様書、図面、契約書案等について疑義があるときは、

関係職員の説明を求めることができる。

２ 入札書は、様式１により作成し、封かんのうえ、入札者の氏名を表記し、公告、公示

又は通知書に示した時刻までに、入札函に投入しなければならない。

３ 入札書は、入札保証金の全部の納付を免除された場合であって、分任支出負担行為

担当官においてやむを得ないと認められたときは書留郵便をもって提出することができ

る。この場合においては、二重封筒とし、表封筒に入札書在中の旨を朱書きし、中封筒

に入札件名及び入札日時を記載し、分任支出負担行為担当官あての親展で提出しなけれ

ばならない。

４ 前項の入札書は、入札日の前日までに到達しないものは無効とする。



５ 入札参加者は、代理人をして入札させるときは、その委任状（様式３）を持参させな

ければならない。

６ 入札参加者又は入札参加者の代理人は、当該入札に対する他の入札参加者の代理をす

ることはできない。

７ 入札参加者は、令第７１条第１項の規定に該当する者を入札代理人とすることはでき

ない。

（入札の辞退）

第４条の２ 指名を受けた者は、入札執行の完了に至るまでは、いつでも入札を辞退する

ことができる。

２ 指名を受けた者は、入札を辞退するときは、その旨を、次の各号に掲げるところによ

り申し出るものとする。

① 入札執行前にあっては、入札辞退届（様式２）を分任支出負担行為担当官に直接持

参し、又は郵送（入札日の前日までに到着するものに限る ）して行う。。

② 入札執行中にあっては、入札辞退届又はその旨を明記した入札書を、入札を執行す

る者に直接提出して行う。

３ 入札を辞退した者は、これを理由として以後の指名等について不利益な取扱いを受け

るものではない。

（公正な入札の確保）

第４条の３ 入札参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２

年法律第５４号）等に抵触する行為を行ってはならない。

２ 入札参加者は、入札に当たっては、競争を制限する目的で他の入札参加者と入札価格

、 。又は入札意志についていかなる相談も行わず 独自に入札価格を定めなければならない

３ 入札参加者は、落札者決定前に、他の入札参加者に対して入札価格を意図的に開示し

てはならない。

（入札の取りやめ等）

第５条 入札参加者が連合し、又は不穏の行動をなす等の場合において、入札を公正に執

行することができないと認められるときは、当該入札参加者を入札に参加させず、又は

入札の執行を延期し、若しくは取りやめることがある。

（無効の入札）

第６条 次の各号の一に該当する入札は、無効とする。

① 競争に参加する資格を有しない者のした入札

② 委任状を持参しない代理人のした入札

③ 所定の入札保証金又は保証金に代わる担保を納付し又は提供しない者のした入札

④ 記名押印を欠く入札

⑤ 金額を訂正した入札

⑥ 誤字、脱字等により意思表示が不明瞭である入札



⑦ 明らかに連合によると認められる入札

⑧ 同一事項の入札について他人の代理人を兼ね、又は２人以上の代理をした者の入札

⑨ その他入札に関する条件に違反した入札

（入札書等の取り扱い）

第６条の２ 提出された入札書は開札前も含め返却しないこととする。入札参加者が連合

し若しくは不穏の行動をなす等の情報があった場合又はそれを疑うに足りる事実を得た

、 。場合には 入札書及び工事費内訳書を必要に応じ公正取引委員会に提出することがある

（落札者の決定）

第７条 入札を行った者のうち、契約の目的に応じ、予定価格の制限の範囲内で最高又は

最低の価格をもって入札した者を落札者とする。ただし、その者と契約を締結すること

が公平な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認めらると

きは、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもっ

て入札した者を落札者とする。

２ 予決令第８５条の基準に該当する入札を行った者は、分任支出負担行為担当官の行う

調査に協力しなければならない。

（再度入札）

第８条 開札をした場合において、各人の入札のうち予定価格の制限に達した価格の入札

がないときは、直ちに再度の入札を行う。ただし、郵便による入札を行った者がある場

合において、直ちに再度の入札を行うことができないときは、分任支出負担行為担当官

が指定する日時において再度の入札を行う。

入札執行回数は再度の入札を含め、原則として２回を限度とする。

（同価格の入札者が２人以上ある場合の落札者の決定）

第９条 落札となるべき同価格の入札をした者が２人以上あるときは、紙入札の場合は直

ちに、当該入札をした者にくじを引かせて落札者を定める。

２ 前項の場合において、当該入札をした者のうちくじを引かない者があるときは、これ

に代わって入札事務に関係のない職員にくじを引かせる。

（契約書等の提出）

第１０条 契約書を作成する場合においては、落札者は、分任支出負担行為担当官から交

付された契約書の案に記名捺印し、落札決定の日から７日以内に、これを分任支出負担

。 、 、行為担当官に提出しなければならない ただし 分任支出負担行為担当官の承諾を得て

この期間を延長することができる。

２ 落札者が前項に規定する期間内に契約書の案を提出しないときは、落札は、その効力

を失う。

３ 契約書の作成を要しない場合においては、落札者は、落札決定後すみやかに請書その

他これに準ずる書面を分任支出負担行為担当官に提出しなければならない。ただし、分



任支出負担行為担当官がその必要がないと認めて指示したときは、この限りでない。

（契約保証金等）

第１１条 落札者は、契約書の案の提出と同時にこの契約の履行を保証する公共事業履行

保証証券（かし担保特約をを付したものに限る ）を提出するものとする。提出に当た。

っては、次に掲げる事項等に留意すること。

① 保証金額は、請負代金の１００分の３０以上であること。

② 債権者は分任支出負担行為担当官とし、債務者は落札者であること。

③ 保証人の記名押印があること。

④ 公共工事用保証契約基本約款及び特約条項その他証券に記載したところにより保証

債務を負担する旨の記載があること。

⑤ 主契約の内容として工事名は契約書の記載の工事名と同一とする。

⑥ 保証期間は工期を含むものとする。

（異議の申立）

第１２条 入札をした者は、入札後、この心得、仕様書、図面、契約書案及び現場等につ

いて不明を理由として異議を申し立てることはできない。

（入札書）

第１３条 落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の８％に相当

する額を加算した金額をもって落札価格とするので、入札者は消費税等分に係る課税業

者であるか、非課税業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の１０８分の１０

０に相当する金額を入札書に記載すること。



暴力団排除に関する誓約事項

当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、下記事項について、入札書（見積

書）の提出をもって誓約いたします。

この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなって

も、異議は一切申し立てません。

、 、 （ （ 。）。また 官側の求めに応じ 当方の役員名簿 有価証券報告書に記載のもの 生年月日を含む

ただし、有価証券報告書を作成していない場合は、役職名、氏名及び生年月日の一覧表）及び

登記簿謄本の写しを提出すること並びにこれらの提出書類から確認できる範囲での個人情報を

警察に提供することについて同意します。

記

１．次のいずれにも該当しません。また、将来においても該当することはありません。

（１）契約の相手方として不適当な者

ア 法人等（個人、法人又は団体をいう ）の役員等（個人である場合はその者、法人であ。

る場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう ）の代表者、。

団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう ）が、。

暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 号）第２77
条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定す

る暴力団員をいう。以下同じ ）であるとき。

イ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加え

る目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき

ウ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直

接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき

（２）契約の相手方として不適当な行為をする者

ア 暴力的な要求行為を行う者

イ 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者

ウ 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者

エ 偽計又は威力を用いて会計課長等の業務を妨害する行為を行う者

オ その他前各号に準ずる行為を行う者

２．暴力団関係業者を再委託又は当該業務に関して締結する全ての契約の相手方としません。

３．再受任者等（再受任者、共同事業実施協力者及び自己、再受任者又は共同事業実施協力者が

当該契約に関して締結する全ての契約の相手方をいう ）が暴力団関係業者であることが判明。

したときは、当該契約を解除するため必要な措置を講じます。



４．暴力団員等による不当介入を受けた場合、又は再受任者等が暴力団員等による不当介入を受

けたことを知った場合は、警察への通報及び捜査上必要な協力を行うとともに、発注元の契約

担当官等へ報告を行います。
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（様式１）

入 札 書

平成 年 月 日

分任支出負担行為担当官

環境省自然環境局

皇居外苑管理事務所長 殿

住 所

会 社 名

代表者氏名

代 理 人 等 印

下記のとおり入札します。

記

１ 入札件名：平成２８年度皇居外苑濠水浄化施設改修実施設計業務

金額 円２ 入札金額：

３ 契約条件：契約書及び仕様書その他一切貴所の指示のとおりとする。
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（様式２）

辞 退 届

平成 年 月 日

分任支出負担行為担当官

環境省自然環境局

皇居外苑管理事務所長 殿

住 所

会 社 名

代表者氏名

代 理 人 等 印

下記について参加資格の確認を受けましたが、都合により入札を辞退します。

記

入札件名：平成２８年度皇居外苑濠水浄化施設改修実施設計業務
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（様式３（１ ））

委 任 状

平成 年 月 日

分任支出負担行為担当官

環境省自然環境局

皇居外苑管理事務所長 殿

住 所

（委任者）会 社 名

代表者氏名 印

代理人住所

（受任者）所属（役職名）

氏 名 印

当社は、 を代理人と定め、下記の権限を委任いたします。

記

（委任事項）

１ 平成２８年度皇居外苑濠水浄化施設改修実施設計業務の入札に関する一切の件

２ １の事項に係る復代理人を選任すること。
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（様式３（２ ））

委 任 状

平成 年 月 日

分任支出負担行為担当官

環境省自然環境局

皇居外苑管理事務所長 殿

代理人住所

（委任者）所属（役職名）

氏 名 印

復代理人住所

（受任者）所属（役職名）

氏 名 印

当社は を復代理人と定め、下記の権限を委任いたします。

記

（委任事項）

１ 平成２８年度皇居外苑濠水浄化施設改修実施設計業務の入札に関する一切の件
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入札書を入れた封筒の記載例

（表） （裏）

印

平 分

入

成 環 任

札 皇

年 境 支

件 居

月 省 出

名 外

日 自 負

を 苑

開 然 担

印記 管

札 環 行

住（株）入 理

所 ○境 為

事

○ ○局 担

務

○ ○当

所

○ ○官

長

○

殿

○

印


